
 

 

 平成 27年 6月 15 日 

各  位   

                    会 社 名  株式会社コネクトホールディングス 

代表者名   代表取締役社長 長倉 統己  

                                         （コード：3647 東証第二部） 

問合せ先   経営管理本部長  矢野 浩司 

                          （ＴＥＬ：03－5439－6580） 

 

「「「「内部統制システム内部統制システム内部統制システム内部統制システムにににに関する基本方針」の関する基本方針」の関する基本方針」の関する基本方針」の改定改定改定改定にににに関するお知らせ関するお知らせ関するお知らせ関するお知らせ    

 

 当社は、本日開催の取締役会において、「内部統制システムに関する基本方針」の改定を

決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。  

今回の改定の要旨は、平成27年5月1日施行の「会社法の一部を改正する法律」（平成26年

法律第90号）及び「会社法施行規則等の一部を改正する省令」（平成27年法務省令第6号）

を踏まえ、企業集団における業務の適正を確保するための体制、並びに監査役監査を支え

る体制に係る方針の強化等に関し、全面的に改定したものであります。  

 

記 

 

改定前改定前改定前改定前    

 

１．１．１．１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制    

(１) 取締役及び使用人の職務の執行に係る適法性を高め、良識に基づいた意見・助言

を得るため、株主総会の決議に基づき社外取締役を配する。 

(２) 取締役会は、法令、定款、取締役会規程及びその他社内規則に従い、職務を執行  

   する。 

(３)  取締役会は、取締役間の意思疎通を図るとともに、職務執行を相互に監督し、法 

令、定款等の違反行為を未然に防止する。 

(４) 取締役の職務執行状況は、監督基準及び監査計画に基づき、課題の早期発見と是 

正に努めるべく、社外監査役を含む監査役監査を受ける。 

(５) コンプライアンス体制の整備に係る責任者を設置し、関連社内規則の整備を行う 

とともにマニュアル等を作成し周知徹底を行い、コンプライアンス体制の充実に

努める。 

 

２．２．２．２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制    

    取締役の職務の執行に係る情報については、法令、文書管理規程及びその他関連

規則ならびに当社の情報セキュリティ基本方針に基づき、書面（電磁的記録を含



む。）により作成、保存し、取締役、監査役及び会計監査人は、その権限及び必

要に応じて、当該文書を閲覧・謄写することができる。 

  

３．３．３．３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制損失の危険の管理に関する規程その他の体制損失の危険の管理に関する規程その他の体制損失の危険の管理に関する規程その他の体制    

(１) 当社代表取締役社長をリスク管理の統括責任者として設置し、各部門及びグルー

プ各社のリスク管理を統括し、多様なリスクに対する管理体制及び管理手法を統

括的に整備する。 

(２) 情報セキュリティ、その他個別的なリスクに対処するため、その内容、重大性に

応じて当該リスクの管理をつかさどる専門の委員会を設置し、個別的なリスクの

把握及び対応を行う。 

  

４．４．４．４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制    

(１)  取締役会は、当社及びグループ各社における職務の執行が効率的に行われること 

を確保するための経営機構を定め、当該機構を構成する機関を担当する取締役そ

の他の役職者を任命する。 

(２) 取締役会において、中期経営計画及び年度事業計画ならびに年度予算を策定し、 

その計画に基づき迅速且つ正確な経営を行い、計画策定に必要な基幹システムを

構築する。 

(３)  取締役の業務執行については、職務権限規程及び職務分掌規程その他の社内規則

に基づく権限及び責任の明確化を図り、取締役その他の役職者をして、担当する

機関における職務執行の効率性を高める。 

  

５．５．５．５．当社企業集団における業務の適正を確保するための体制当社企業集団における業務の適正を確保するための体制当社企業集団における業務の適正を確保するための体制当社企業集団における業務の適正を確保するための体制    

(１) グループ各社の取締役、監査役として、当社の取締役、監査役または社員を派遣す 

る。 

(２) グループ各社の事業計画、経営状況等を当社の管理担当取締役に定期的に報告する。 

    なお、必要に応じて業務改善点等を指摘する。 

(３)  当社及びグループ各社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示連絡の伝 

達等が効率的に行われる体制を構築する。 

(４) 当社及びグループ各社間で、業務執行責任者から構成される当社グループ会議を定 

期的に開催し、グループ各社の課題の抽出とその対応策を検討する。 

  

６．６．６．６．監査役がその職監査役がその職監査役がその職監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に    

関する事項関する事項関する事項関する事項    

(１) 監査役からの要請があった場合、監査役の職務を補助する使用人として、管理部門 

の中から若干名を選任し、兼務させる。 

(２) 監査役の職務を補助する使用人に対する人事権（人数、資格、任命、異動等）の行

使にあたっては、取締役及び使用人は、事前に監査役会から意見を求め、代表取締

役社長と協議のうえ、決定する。 

(３) 監査役の職務を補助する使用人の評価については、常勤監査役から意見を求める。 



７．７．７．７．前号の使用人の取締役からの独立性に前号の使用人の取締役からの独立性に前号の使用人の取締役からの独立性に前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項関する事項関する事項関する事項    

      当該使用人は監査役または監査役会の職権に服すると同時に各取締役から独立し

た存在とし、経済的及び精神的に不当な取扱いを受けないことを保証するものとす

る。 

  

８．８．８．８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する

体制体制体制体制    

(１) 取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて、自己の職務の執行状況を監査役に報 

告する。 

(２) 使用人は、当社及びグループ各社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実、または 

重大な法令もしくは定款に違反するおそれのある事実について、監査役に対し直接

報告することができる。 

  

９．９．９．９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制    

(１) 監査役は、監査の実施に際し、必要に応じて内部監査室に協力を要請することがで 

きる。 

(２) 監査役は、会計監査人及び内部監査室との情報交換に努め、密接な連携を図る。 

(３) 内部監査室は、自ら実行する監査計画の立案にあたって、監査役との間で意見調整

その他の協議を行う。 

 

10101010．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況    

当社グループは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体とのいか

なる関係も排除し、不当要求等に対しては、毅然と対応する方針であります。 

また、従来より反社会勢力の排除を目的として、警察関連機関・弁護士等の外部

専門機関との連携に努めており、反社会勢力に関する情報収集・管理、及び社内

体制の整備強化を推進しております。 

 

改定改定改定改定後後後後    

 

１．当社並びに子会社の１．当社並びに子会社の１．当社並びに子会社の１．当社並びに子会社の取締役取締役取締役取締役及び及び及び及び使用人の職務の執行が法令使用人の職務の執行が法令使用人の職務の執行が法令使用人の職務の執行が法令及び及び及び及び定款に適合することを定款に適合することを定款に適合することを定款に適合することを

確保するための体制確保するための体制確保するための体制確保するための体制    

（１） 当社並びに子会社の取締役及び使用人は、社会倫理、法令、定款および各種社内規

程等を遵守するとともに、適正かつ健全な企業活動を行う。また、代表取締役社長

をはじめとする取締役会は、企業倫理・法令順守を社内に周知徹底する。 

（２） 取締役会は、取締役会規程の定めに従い、法令及び定款に定められた事項並びに重

要な業務に関する事項の決議を行うとともに、当社並びに子会社の取締役からの業

務執行状況に関する報告を受け、当社並びに子会社の取締役の業務執行を監督する。 

（３） 取締役会は、取締役会規程、職務権限規程等の職務の執行に関する社内規程を制定

し、当社並びに子会社の取締役及び使用人は、法令、定款及び定められた社内規程

に従い業務を執行する。 



（４） 当社並びに子会社の取締役及び使用人による業務執行が、法令、定款及び定められ

た社内規程に違反することなく適正に行われていることを確認するために、監査役

会による監査を実施する。 

（５） 代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、当社並びに子会社各部門の業務執行及

びコンプライアンスの状況等について定期的に監査を実施し、その評価を代表取締

役社長及び監査役に報告する。また、法令違反その他法令上疑義のある行為等につ

いては、社内報告体制として内部通報制度を構築し運用するものとし、社外からの

通報については、経営管理本部を窓口として定め、適切に対応する。 

（６） コンプライアンスの状況は、当社並びに子会社各部門の責任者が参加する経営会議 

等を通じて取締役及び監査役に対し報告を行う。各部門の責任者は、部門固有のコ 

ンプライアンス上の課題を認識し、法令遵守体制の整備および推進に努める。 

 

２．当社並びに子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制２．当社並びに子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制２．当社並びに子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制２．当社並びに子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制    

（１） 当社並びに子会社の取締役の職務の執行に係る記録文書、稟議書、その他の重要な

情報については、文書又は電磁的媒体に記録し、法令及び文書管理規程、職務権限

規程等に基づき、適切に保存および管理する。 

（２） 当社並びに子会社の取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものと

する。 

 

３．当社並びに子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制３．当社並びに子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制３．当社並びに子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制３．当社並びに子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制    

（１） 取締役会は、当社並びに子会社のコンプライアンス、個人情報、品質、セキュリテ

ィ及びシステムトラブル等の様々なリスクに対処するため、社内規程を整備し、定

期的に見直すものとする。 

（２） リスク情報等については、当社並びに子会社各部門の責任者より取締役及び監査役

に対し報告を行う。個別のリスクに対しては、それぞれの担当部署にて、研修の実

施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び

全社的対応は経営管理本部が行うものとする。 

（３） 不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長指揮下の対策本部を設置し、必要

に応じて顧問法律事務所等の外部専門機関とともに迅速かつ的確な対応を行い、損

害の拡大を防止する体制を整える。 

（４） 内部監査室は、当社並びに子会社各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を代

表取締役社長に報告するものとし、取締役会において定期的にリスク管理体制を見

直し、問題点の把握と改善に努める。 

 

４．当社並びに子会社の取締役の職務の４．当社並びに子会社の取締役の職務の４．当社並びに子会社の取締役の職務の４．当社並びに子会社の取締役の職務の執行が効率的に行わ執行が効率的に行わ執行が効率的に行わ執行が効率的に行われることを確保するための体れることを確保するための体れることを確保するための体れることを確保するための体    

        制制制制    

（１） 当社は、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化を行い、当社並びに子会社に

おける執行責任の明確化及び業務執行の迅速化を図る。 

（２） 当社並びに子会社の取締役の職務執行が、効率的に行われていることを確保する体

制の基礎として、定時取締役会を月一回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会



を適時開催し、法令に定められた事項のほか、経営理念、経営方針、経営計画及び

年次予算を含めた経営目標の策定並びに業務執行の監督等を行う。当社並びに子会

社各部門においては、その目標達成に向け具体策を立案・実行する。 

（３） 当社は、子会社の経営の自主性および独立性を尊重しつつ、子会社の取締役の職務

執行が適正かつ効率的な運営に資することを確認するために、定例の会議を開催し

て経営数値その他の重要な情報について定期的な経営報告を義務付け、必要に応じ

て当社の取締役が助言と指導を行う。 

 

５．当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制５．当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制５．当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制５．当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制    

（１） 当社は、子会社の経営について、重要な事項については事前に協議し、経営内容を

的確に把握するために、報告事項を定め定期的に報告を求める。 

（２） 子会社における経営上の重要事項については、当社取締役会で協議し承認する｡ま

た、グループ全体での会議を定期的に開催して、子会社の業務効率化、法令遵守、

諸法令改正への対応、リスク管理等についての意見交換や情報交換を行う。 

（３） 子会社のコンプライアンス体制及びリスク管理等は、経営管理本部が統括管理し、

全体のリスク管理について定める規程を策定し、その規程において子会社にリスク

マネージメントを行うことを求める。 

（４） 子会社は、社会的な要請に応える適法かつ公正な業務に努める体制を構築する。ま

た監査については、監査役及び内部監査室が監査規程に基づき実施する。 

 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項関する事項関する事項関する事項、、、、並びにその使用人の当社取締役からの独立性及び当該使用人に対する指並びにその使用人の当社取締役からの独立性及び当該使用人に対する指並びにその使用人の当社取締役からの独立性及び当該使用人に対する指並びにその使用人の当社取締役からの独立性及び当該使用人に対する指

示の実効性の確保に関する事項示の実効性の確保に関する事項示の実効性の確保に関する事項示の実効性の確保に関する事項    

(１)  監査役会からその職務を補助すべき使用人を求められた場合、当該使用人を置くこ

ととし、監査役は監査業務に必要な事項を指示することができる。 

（２） 当該使用人はその指示に関して監査役の指揮命令に従い、取締役、部門責任者の指

揮命令を受けないものとし、その人事に関しては監査役会の同意を必要とする。 

 

７．７．７．７．当社並びに子会社の取締役当社並びに子会社の取締役当社並びに子会社の取締役当社並びに子会社の取締役及び使用人及び使用人及び使用人及び使用人がががが、、、、当社の監査役に報告をするための体制その当社の監査役に報告をするための体制その当社の監査役に報告をするための体制その当社の監査役に報告をするための体制その

他の監査役への報告他の監査役への報告他の監査役への報告他の監査役への報告に関する体制に関する体制に関する体制に関する体制    

 当社並びに子会社の取締役及び使用人は、当社の監査役に対して、法定の事項に加

え、業務または業績に重大な影響を与える事項、内部監査の実施状況、社内通報制

度による通報状況およびその内容を報告する体制を整備し、監査役の情報収集・交

換が適切に行えるよう協力する。 

 

８．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない８．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない８．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない８．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない    

ことを確保するための体制ことを確保するための体制ことを確保するための体制ことを確保するための体制    

当社並びに子会社は、監査役への社内通報について、通報者が不利益な扱いを受け

ることを禁止し、通報者を保護することとする。 

 



９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執    

行について生ずる費用行について生ずる費用行について生ずる費用行について生ずる費用またまたまたまたは債務の処理に係る方針に関する事項は債務の処理に係る方針に関する事項は債務の処理に係る方針に関する事項は債務の処理に係る方針に関する事項    

当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対して、会社法388条に基づく

費用の前払い等の請求をしたときは、監査役会規則及び監査役監査基準に基づき、

当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の遂行に必要でないと認めら

れた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。なお、監査役は、当該

費用の支出に当ってはその効率性及び適正性に留意するものとする。 

 

10101010．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制    

（１） 監査役は、監査役会規則及び監査役監査基準に則り、取締役会のほか、必要に応じ

て重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲

覧し、当社並びに子会社の取締役及び使用人は説明を求められた場合には、監査役

に対して詳細に説明することとする。 

（２） 監査役は、内部監査室及び経営管理本部と連携を図るとともに、代表取締役社長及

び会計監査人と定期的な意見交換を行い、財務報告の適正性について確認するもの

とする。 

 

11111111．財務報告の信頼性を確保するための体制．財務報告の信頼性を確保するための体制．財務報告の信頼性を確保するための体制．財務報告の信頼性を確保するための体制    

（１） 当社並びに子会社は、財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの整備 

を経営上の最重要事項の一つと位置付け、内部統制システムの整備運用状況を評価

し、財務報告の信頼性確保を推進する。 

(２) 当社並びに子会社は、財務報告における虚偽記載リスクを低減し、未然に防ぐよう

管理することで、内部統制が有効に機能する体制構築を図る。 

(３) 当社並びに子会社は、財務報告の信頼性を確保するために、経営管理本部を中心に、

業務プロセスのリスク評価を継続的に実施するとともに、評価結果を取締役会に報

告する。 

（４） 当社並びに子会社の財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他の 

法令に基づき、評価、維持、改善等を行う。 

 

12121212．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況    

（１） 反社会的勢力とは一切の関係を持たないこと、不当要求については拒絶することを 

基本方針とし、これを各種社内規程等に明文化するとともに取引規約に暴力団排除 

条項を導入する。また、取引先がこれらと関わる個人、企業、団体等であることが 

判明した場合には取引を解消する。 

(２)  経営管理本部を反社会的勢力対応部署と位置付け、情報の一元管理・蓄積等を行う。 

また、当社並びに子会社の役員及び使用人が基本方針を遵守するよう教育体制を構

築するとともに、反社会的勢力による被害を防止するための対応方法等を整備し周

知を図る。 

 

以 上 


